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教育委員会の事務の点検及び評価について 

 

１ 教育委員会の事務の点検及び評価の導入について 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２７条の規定により平成２０年度から，

各教育委員会は，毎年，その権限に属する事務の管理及び執行の状況について，自らが

点検及び評価を行い，その結果に関する報告書を作成し議会に提出するとともに公表す

ることとされました。また，この点検評価にあたっては，学識経験者の知見の活用を図

ることとされました。 

芦屋市教育委員会は，法改正の趣旨に則り，効果的な教育行政の推進に資するととも

に，市民への説明責任を果たすために，前年度に行った事務の管理及び執行の状況につ

いて点検及び評価を実施しました。 

 

 

 

 

 

 

 

《参考》地方教育行政の組織及び運営に関する法律(抄) 

 

（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等) 

第２７条 教育委員会は，毎年，その権限に属する事務（前条第１項により教育長に委

任された事務その他教育長の権限に属する事務（同条第３項の規定により事務局職員

等に委任された事務を含む）の管理及び執行の状況について点検及び評価を行い，そ

の結果に関する報告書を作成し，これを議会に提出するとともに，公表しなければな

らない。 

 

２ 教育委員会は，前項の点検及び評価を行うにあたっては，教育に関し学識経験を有

する者の知見の活用を図るものとする。 
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２ 平成２２年度の教育委員会の事務の点検及び評価 

 

（１) 趣旨 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２７条に基づき，効率的な教育行政の推

進に資するとともに，市民への説明責任を果たしていくため，芦屋市教育委員会の事務

の管理及び執行の状況について点検及び評価（以下「点検・評価」という。) を実施する。 

 

（２) 点検及び評価の対象 

  平成２１年度の教育委員会運営状況及び事務事業の状況 

 

（３) 点検及び評価の方法 

今回の点検及び評価は，この事務事業評価を基に，教育委員会事務局で評価会議を開

催し「芦屋の教育（指導の方針）」の重点項目に添って実施したものです。 

 

（４) 学識経験者の知見の活用 

点検及び評価の実施にあたっては，その客観性を確保するため，教育に関して学識経

験を有する方々に依頼し，教育委員会事務局が行った点検及び評価について，ご意見を

いただいております。 

 

 ○ 浅野 良一  

   略 歴 

兵庫教育大学大学院教授（教育実践高度化専攻，学校経営コース） 

   教育活動･････学校組織マネージメント，学校評価，教育施策の立案と評価 

   社会活動･････芦屋市，明石市，西脇市，兵庫県教育委員会点検・評価外部委員他 

 

 ○ 竹本 隆彦  

   略 歴 

芦屋市教育委員会管理部主幹，学校教育部長，三条小学校校長，山手小学校校長 
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Ⅰ 教育委員会の活動状況 

１ 教育委員会委員                   （平成 22 年 3 月末現在） 

職  名 氏  名 任  期 

委員長 近藤  靖宏 平成 19.12.3～平成 23.12.2 

委員長職務代理者 白川  蓉子 平成 20.10.2～平成 24.10.1 

委員 植田  勝博 平成 20.10.2～平成 24.10.1 

委員 宇佐見 裕子 平成 21.10.1～平成 25.9.30 

委員（教育長） 藤原  周三 平成 19.1.１～平成 22.12.31 

２ 教育委員会の開催状況 

   開催回数  定例会１２回  臨時会７回                  

区 分 月  日 付 議 案 件 

第１回 ４月２４日 参事，次長，主幹及び主査の分掌事務を定める規程の一部を改

正する訓令の制定について 他３件 

第２回 ５月１５日 平成２１年度芦屋市心身障害児適正就学指導委員会委員の委嘱

について 他２件 

第３回 ６月 ５日 平成２１年度芦屋市義務教育諸学校教科用図書採択協議会委員

の委嘱又は任命について 他２件 

第４回 ７月 ３日 平成２１年度教育委員会関係補正予算について 

第５回 ７月１７日 平成２２年度使用義務教育諸学校教科用図書の採択について 

他３件 

第６回 ８月２１日 芦屋市教育振興基本計画策定委員会設置要綱の制定について 

他３件 

第７回 ９月 ４日 平成２２年度採用芦屋市立幼稚園教員の募集について 

第８回 ９月１８日 平成２１年度「秋の公民館講座」等の開催について 

他１件 

第９回 １０月 ２日 芦屋市教育委員会委員長の選挙及び委員長職務代理者の指定に

ついて 

第１０回 １０月１６日 芦屋市学校園医の委嘱について 

他１件 

第１１回 １１月 ６日 芦屋市学校園医の委嘱について 

他２件 

第１２回 １１月２０日 平成２１年度教育委員会の事務の点検及び評価報告書について

他２件 

第１３回 １２月 ４日 平成２２年芦屋市成人式の実施について 
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第１４回 １２月１８日 芦屋市文化基本条例原案について 

他１件 

第１５回 １月１５日 芦屋市立打出教育文化センター条例の一部を改正する条例の制

定について 他１件 

第１６回 ２月 ４日 芦屋市立学校職員等の退職手当に関する条例の一部を改正する

条例の制定について 他４件 

第１７回 ２月１９日 平成２２年度教育費当初予算案について 

他２件 

第１８回 ３月 ５日 平成２２年度芦屋市立小・中学校管理職の人事異動に係る兵庫

県教育委員会への内申について 他３件 

第１９回 ３月１９日 芦屋市立学校園医及び学校園歯科医の変更について 

他４件 

議案件数     ２９件 

   専決報告     １０件 

   報告       １３件 

   選挙        １件 

 

３ 教育委員会委員の主な活動状況 

（1） 研修等 

名  称 月  日 

兵庫県市町村教育委員会連合会研修会 平成２１年 ５月２６日 

芦屋市校園長等夏季研修会 平成２１年 ８月 ３日 

芦屋市立学校教頭夏季研修会 平成２１年 ８月１２日 

近畿市町村教育委員研修大会 平成２１年１０月１４日 

読書パネルディスカッション 平成２１年１０月３０日 

平成２１年度新任教育委員研修会 平成２１年１１月１７日 

市町村教育委員会研究協議会 平成２１年１１月１９日 

阪神７市１町教育委員会連合会研修会 平成２１年１１月２５日 

 

（2） 教育委員会関連事業 

○ 入学（園）式・卒業（保育）証書授与式   

   幼稚園 小学校 中学校 

入学（園）式 ４月１３日 ４月 ９日 ４月 ８日 

卒業（保育）証書授与式  ３月１７日 ３月１９日 ３月１０日 
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○ 運動会・音楽会・文化祭など 

   幼稚園 小学校 中学校 

 

運動会 

１０月１０日

１７日

６月１日・６日

９月２６日

１０月 ９日

９月１８・３０日

生活発表会 ２月１３・１４日

音楽会 １１月２１日

授業研究会 １０月２９日

特別支援教育訪問 ２月１６日

 

 

  ○ その他関連事業 

名  称 月  日 

市長との懇談会 平成２１年１２月１８日 

仕事初め式 平成２２年 １月 ５日 

成人式 平成２２年 １月１１日 

中学校長との懇談会 平成２２年 ２月 ４日 

小学校長との懇談会 平成２２年 ２月１７日 

 

（3） その他 

○ 教育トーク  

  テーマ 「これからの芦屋の教育を共に考えましょう」 

 

校 区 会 場 月 日 参加人数 

山手中校区 岩園小学校 ８月２４日 ６０人 

精道中校区 精道小学校 ８月２５日 ５４人 

潮見中校区 潮見小学校 ９月 ５日 ５１人 

 

○ 市議会出席  

定例会１４回出席 

 

４ 教育委員会活動の情報発信 

○ 教育委員会の開催日時，会議記録を芦屋市ホームページに掲載している。 
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Ⅱ 教育委員会の重点目標 

ⅰ 学校教育の 5 つの重点項目 

 

１ 豊かな｢人間力｣をはぐくむ学校園づくりに努めます 

 

(1) 子どもたちの豊かな｢人間力｣をはぐくむため，「ブックワーム（本の虫）芦屋っ子」 

の育成をめざして，平成 20 年度から実施している，学校園・保護者・市民・図書館 

関係者の参画と協働による｢子ども読書の街づくり｣を積極的に推進していきます。 

(2) 学校力を高め，地域に信頼される学校園づくりのため，自らの教育活動について情報 

を提供するとともに自己改善に資する学校関係者評価を活用した学校評価システム 

の定着を図ります。 

(3) 学校園全体が，学習の場としてふさわしく，また心やすらぐ場となるよう環境整備 

に努めます。 

(4) 不審者対応や通学路等における安全確保など，家庭・地域・関係機関との積極的な 

連携の下に，青色回転灯パトロール車による子ども見守りパトロールを行うなど子 

どもの安全を守る体制整備に努めます。 

  

２ 基礎・基本の確実な定着と知識・技能を活用する力を伸ばす教育を進めます 

 

(1) 学力向上をめざして，基礎・基本の確実な定着と知識・技能を活用して課題を解決 

する力の育成に取り組みます。新学習指導要領の理念や改訂の趣旨を踏まえ，児童 

生徒が，「わかった」「もっと知りたい」と主体的に学ぶ授業づくりや小学校英語活 

動に先進的に取り組むなど，指導内容と方法の更なる充実を図ります。 

(2) 各校に１名配置しているチューター（学習指導員）を活用し，学力差の課題解消に 

向けた取組を進めます。 

(3) 学力向上を軸とした校種間連携の強化策を検討するため，小中連携の方策等について 

も研究します。 

(4) 学力向上の基礎となる基本的な生活習慣や学習習慣の確立は，家庭との連携が不可欠 

であることから，実効ある連携に努めます。 

(5) 特別支援教育では，特別支援教育センターを活用しながら，学校園における障がいの 

ある子どもへの支援の深化充実を図ります。 

 

３ 学校園・家庭・地域社会が一体となって心の教育の充実を図ります 

 

(1) 道徳教育では，新学習指導要領に基づいた年間指導計画を作成し，子どもの内面に根 



 

 7  

ざした実践的な道徳性の育成及びあいさつ等基本的な生活習慣や社会生活上のきま 

りを身に付けるなど規範意識の向上に努めます。 

(2) いじめ・不登校をはじめとする課題を克服するために，様々な活動や体験を通して， 

より良く生きるための基本的な心構えや行動の仕方が身に付くよう指導の充実を図

ります。 

(3) 人権教育では，子どもの自己肯定感を育み，他者との交流を深めながら，自己実現と 

他者と共に生きる「共生社会」の構築に向けて，主体的に取り組む意欲や態度の育 

成に努めます。特に同和教育をはじめとする人権問題について，「差別は許さない」 

という意識の涵養に努めます。また，日本語指導の研究や日本語指導ボランティア 

の派遣等，外国人児童生徒への対応の充実に努めてまいります。 

 

４ 厳しさに耐える心と体を育てる教育を進めます 

 

(1) スポーツや文化活動は，公正さを重んじる精神，思いやりの心，我慢する心，克己 

心を培うなど，子どもの心の育ちに寄与するところが大きいことから，全教育活動 

を通じて，子どもたちが，各種のスポーツや芸術にふれ，その楽しさや喜びを味わ

うことにより，生涯にわたって運動に親しむ態度，芸術を愛好する心情を育てるよ

う取り組んでいきます。 

(2) 体力は，健康維持のほか粘り強い気力や意欲といった精神面にも大きく関係してい 

ます。心身の調和的発達を図るために，運動を通じて体力を養うとともに，望まし 

い食習慣や健康的な生活習慣を形成する食育の充実を図ります。 

(3) 「自分の命は自分で守る」という危機回避能力を身に付けるために，引き続き，児 

童及び教職員・保護者を対象としたＣＡＰ講習会に取り組みます。 

 

 

５ 教師自ら研究と修養に努め，実践的指導力の向上を図ります 

 

（1）「教師は最大の教育環境である」という基本認識のもと，教育公務員としての使命 

感と倫理観を持つとともに，豊かな人間性の涵養に努め，専門性と実践的指導力の 

向上に努めます。 

（2）教職員は，同僚の教職員と協力し，保護者や地域の人々への適切な対応を心がけ， 

社会の変化に対応した教育観を培うなど，「教師力」を高めるために研究と修養に努 

めます。特に，打出教育文化センターの様々な研修講座等を活用し，資質と指導力 

の向上を図ります。 

（3）綱紀粛正に努め，個人情報の管理についても適切な対応ができるように努めます。 
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ⅱ 社会教育 3 つの重点項目 

 

１ 生涯学習社会の構築に向けた取組を進めます 

 

国際化，情報化，高齢化など社会が激しく変化している今日，人々が生涯のいつでも自

由に学習機会を選択して学ぶことができ，その成果が適切に評価される「生涯学習社会」

を実現することが求められています。本市では，こうした市民のニーズに対応し，市民が

日常をより豊かにすることをめざして，平成２０年度に「第２次芦屋市生涯学習推進基本

構想」を策定しました。市民の一人ひとりが，「いつでも，どこでも，だれでも」生涯各期

に応じた学習に取り組むことができるまちづくりをめざして，生涯学習の推進に努めます。 

 

２ 新しい時代の社会教育への転換を図ります 

 

 これからの社会教育は，単に個々人の趣味・教養を充足させるだけのものにとどまるの

ではなく，「地域住民として対処することが必要な課題についての学習」や「地域の課題解

決活動」にかかる分野などに重点を置き，地域住民の参画を促進しつつ，効果的に推進す

ることが望まれます。学校，家庭，地域等が連携しながら，新しい時代の社会教育の使命

の実現を目指し，様々な取組を行っていきます。社会教育は，人々の学習・交流・活動を

身近な生活の中に根付かせ，活力ある市民を育成するとともに，地域コミュニティの活性

化に貢献するなど，個人の成長と社会の発展に貴重な役割を果たしています。社会教育が，

学校教育及び家庭教育との密接な関連を有することから，学校教育との連携を強化するた

めの「学社連携」の推進，社会教育行政を通じた地域社会の活性化，ネットワーク型行政

の推進に取り組みます。 

 

３ 心豊かな社会を形成するための｢文化力｣の向上を図ります 

 

 地域に根ざした文化性の構築には，身近に文化に触れ，文化性を感じられる場としての 

拠点づくり，人と人が集うことのできる場所の提供，機能を最大限に引き出す環境づくり 

が必要です。 

市民が日常生活の中で｢文化・学習・福祉｣を身近に感じられる環境づくりを進めていく 

ためには，多くの人とコミュニケーションができる場を創出するとともに，行政として場

所の提供や運営を行うことが不可欠です。そこで，心豊かな社会を形成するための「文化 

力」の向上を図ることを目標として，市民一人ひとりの文化活動を支援しながら，市民と 

手を携えて芦屋の文化を創造していくことを基本に，文化振興に関する基本的な理念及び 

方向性を示す｢(仮称)芦屋市文化基本条例｣を制定します。 



Ⅲ　事務事業に対する点検及び評価の結果

ⅰ学校教育の5つの重点項目

１　豊かな「人間力」をはぐくむ学校園づくりに努めます

学識経験者（竹本） 学識経験者（浅野）

取組内容 成果指標 評　　　価 課題・方向性 評　　　価 評　　　価

学校評価は，学校関係者評
価も含めてすべての学校園
で実施し，その結果を教育
委員会のホームページで公
開した。

－

教育ボランティアを活用し
た。

活動人数　延
504人（昨年
度313人）

研究冊子を作成し，研究の
報告をした。

－

子ども読書の街づくり推進
委員会を設置し，事業の推
進を行った。

委員13名，3
回

「子どもに読ませたい図書
リスト４００選」を市内在
住の園児，児童，生徒に配
布した。

8,303冊

家読（うちどく）運動を推
進した。

チラシ年2回配
布

推進モデル校を指定した。 3校

本の帯作品展を開催した。 4校，235人

パネルディスカッションを
開催した。

参加人数80人

学校図書館司書補の研修会
を行った。

１回，11名

｢子ども読書の街づくり｣推
進事業では，図書リスト４
００選の販売・啓発（Ｐ
Ｒ）及び活用促進，家読
（うちどく）運動の推進，
学校図書館の整備・充実，
市民の参画・協働の促進に
資する啓発活動の充実，学
校園での取組等を強化する
必要がある。

「子ども読書の街づくり」
推進事業の活動は充実して
いるように思われます。た
だ，その結果，園児，児
童，生徒の読書量がどのよ
うに変化したのか（増加し
たのか），今後，学校図書
館の貸し出し冊数等の指標
も検討してください。

学校教育課

公立幼稚園ならではの存在
価値を明確にする必要があ
ります。各種研究会を通じ
て，各幼稚園の保育内容の
充実に期待します。また，
小学校との円滑な接続に関
する研究や交流も必要で
す。

学校教育課

読書の重要性は理解できる
し，事業の重要性もわか
る。国なり県の補助事業な
ら，理解できるが，市独自
の事業として，学校教育課
が，主管・推進する事業と
は思えない。学校園・図書
館・社会教育にゆだねる事
業である。

幼稚園教育推
進事業

教職員が研究や研修をする
機会を多く持つことで，指
導力の向上を図るととも
に，幼児が幼稚園生活の中
で，心豊かにたくましく成
長していけるように保育内
容の充実や環境の整備をす
る。

幼稚園教育推進事業では，保
護者の信頼も高いが，幼稚園
教育要領改訂に伴い子育て支
援の観点から，今後の取組に
ついて見直しが必要です。

幼稚園教育推進事業では，
教職員の世代交代が始ま
り，教師の指導力アップと
公立幼稚園としての子育て
支援が緊急の課題となって
いる。

所管課名
取組・成果 事　　務　　局

園内研究会，グループ研究
会，公開保育研究会，保育
研究委員会を実施した。

開催数　１１３
回（昨年度１３
７回）・参加人
数８９８人（昨
年度７９８人）

今後，コミュニティース
クール，学校支援地域本
部，放課後子ども教室等，
地域と連携した学校づくり
の推進が進展すると思われ
ます。本市においても，よ
り効果的・効率的な事業を
研究する必要があります。

学校教育課

学校園のニーズに応じた指
導者確保のために，ＮＰＯ
等との連携を図るなど仕組
みを充実させる必要があ
る。特色ある学校園づくり
支援事業については，事業
内容の検討が必要である。

学校園の第三者評価につい
て，検討の必要がある。

保育の指導力を具体的に検
証できる評価システム作り
が必要である。

事務事業名 事　業　内　容

特色ある学校園支援事業で
は，学校自己評価及び学校関
係者評価に取り組むとともに
教育委員会ホームページにお
いて公表しています。下校時
の見守り，教育ボランティア
等について地域と一体となっ
た学校園づくりがなされてい
ます。今後も引き続き努力が
必要です。

活力に満ちた
特色ある学校
園づくりの推
進

各学校園が，幼児児童生徒
や地域の特性に応じた教育
目標・教育計画を明確に
し，保護者や地域の方々の
参画と協働のもとで，特色
ある教育活動を展開するこ
とを支援する。

「子ども読書
の街づくり」
推進事業

保護者・市民の参画と協働
により，読書が大好きな子
どもを育成し，子どもたち
の平均の読書冊数を増やす
取組を行う。

｢子どもの読書街づくり｣推進
事業では，新型インフルエン
ザで読書フォーラムは，一部
実施に変更となったものの，
図書リスト４００選配布等，
２年次の取組については，事
業推進を図ることができてい
ます。
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学識経験者（竹本） 学識経験者（浅野）

取組内容 成果指標 評　　　価 課題・方向性 評　　　価 評　　　価
「芦屋の教育指針」を作
成，配布し，学校園の適切
な教育活動を支援し，指導
した。

全学校園（２０校園）に対
して事務監査を実施した。

新たな教育課題に対応した
各種研究会・協議会を開催
した。

学校園の緑化活動を推進し
た。

学校園の教育活動に必要な
消耗品等の購入・配布をし
た。

芦屋市教育振興基本計画の
素案作成の為，委員会を２
回開催した。

小学校では，潮見小学校普
通教室棟の耐震補強工事を
行った。

耐震化率
89.2％（昨年
度実績
86.5％）

中学校では，精道中学校特
別教室棟(３棟)及び潮見中学
校普通教室棟の耐震補強工
事を行った。

耐震化率
79.3％（昨年
度実績
65.5％）

幼稚園耐震整
備事業

新耐震設計法（昭和56
年）以前の構造基準により
建築された建物の耐震性の
向上を図り，安全安心に利
用できる施設に改善する。

小槌幼稚園管理保育棟の耐
震補強工事を行った。

耐震化率
100％（昨年
度実績
92.3％）

耐震整備事業は園児の安全が
確保され，非常災害時，住民
の安全な応急避難所確保のた
めにも必要な事業です。

－ 左に同じ

耐震整備事業は園児の安全
確保から喫緊の事業であ
り，耐震化率100％を達成
されたことは大いに評価で
きます。

管理課施設
担当

管理課施設
担当

耐震整備事業は，児童生徒の
安全が確保され，非常災害
時，住民の安全な応急避難所
確保のためにも必要な事業で
す。

耐震整備事業は児童生徒の
安全確保から，実施年度を
できるだけ繰り上げるた
め，平成２２年度には，耐
震化率を１００％とする。

耐震整備事業は児童生徒の
安全確保から喫緊の事業で
す。平成２２年度に耐震化
率を１００％を目指して進
めていただきたいと思いま
す。

事務事業名 事　業　内　容

教育指針の作成や学校園の公
簿の整備等，学校園が適切な
教育活動を行うための支援や
環境整備を適切に行うことが
できた。

学校園に対して，市全体の
教育方針をを示すことで，
学校園がが同一歩調で指導
が行えており，今後も継続
して実施することが必要な
事業である。

取組・成果 事　　務　　局
所管課名

学校園の公簿の整備等，学
校園が適切な教育活動を行
うための支援や環境整備に
関しては，正確性は言うま
でもありませんが，効率性
（早く・安く）の視点で，
常に業務の改善に留意いた
だきたいと思います。

学校教育課企画運営事業

幼児児童生徒が充実した学
校園生活を送ることができ
るよう，学校園の教育環境
を整備し，教育実践が高ま
るように指導する。

左に同じ

左に同じ

小学校耐震整
備事業，中学
校耐震整備事
業

新耐震設計法（昭和56
年）以前の構造基準により
建築された建物の耐震性の
向上を図り，安全安心に利
用できる施設に改善する。

ー
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学識経験者（竹本） 学識経験者（浅野）

取組内容 成果指標 評　　　価 課題・方向性 評　　　価 評　　　価

小学校空調整
備事業，中学
校空調整備事
業

良好な学習環境の整備を図る

山手小学校，岩園小学校，
潮見小学校，打出浜小学
校，潮見中学校の普通教室
冷暖房設備工事を行った。

－

本年の猛暑から考えて，事
業の有効性・効果は大き
い。今後の維持費用の節減
を考えるべきである。

学習環境の整備が，授業
（時数や教育内容等）や生
徒指導等にどのように影響
したかを説明する必要があ
ります。

管理課施設
担当

小学校施設整
備事業，中学
校施設整備事
業

学校施設の整備改修工事を
行い，学習環境の保全・改
善を図る。

小学校では，潮見小学校に
バリアフリー対策として，
エレベーターの設置を行っ
た。中学校では，耐震補強
工事に伴い潮見中学校普通
教室棟の老朽改修（トイレ
改修共）を行った。

－

校舎の老朽化が進んでいる
状況からして，大規模改修
より建替えを考える必要が
ある。

学習環境の整備が，授業
（時数や教育内容等）や生
徒指導等にどのように影響
したかを説明する必要があ
ります。

管理課施設
担当

幼稚園施設整
備事業

幼稚園施設の整備改修工事
を行い，学習環境の保全・
改善を図る。

精道幼稚園の外壁改修（塗
装）を行った。また，各幼
稚園の遊戯室床面改修（ポ
リウレタン塗装）を行うと
ともに，伊勢幼稚園では老
朽化したスチール製天窓を
アルミ製に改修した。

－ 左に同じ
施設の整備改修にあたって
は，時期や効率性の観点に
留意する必要があります。

管理課施設
担当

小学校維持管
理事業，中学
校維持管理事
業

施設設備を保全・改善し，
日常使用に不都合が生じな
いように維持を図る。

施設の巡回警備及び夜間の
機械警備を業務委託で実施
するとともに，設備の保守
点検業務委託及び施設・設
備の維持修繕工事を実施し
た。

－ 左に同じ

施設設備の保全・改善にあ
たっては，時期や効率性の
観点に留意する必要があり
ます。

管理課施設
担当

幼稚園維持管
理事業

施設設備を保全・改善し，
日常使用に不都合が生じな
いように維持を図る。

夜間の機械警備を業務委託
で実施するとともに，設備
の保守点検業務委託及び施
設・設備の維持修繕工事を
実施した。

－ 左に同じ

施設設備の保全・改善にあ
たっては，時期や効率性の
観点に留意する必要があり
ます。

管理課施設
担当

施設整備事業等では，空調整
備や大規模改修により教育環
境は改善され，利便性も向上
している。施設維持管理事業
は，幼児・児童生徒等の安
全・安心を確保し，良好な教
育環境を維持・保全するため
に必要です。

空調整備事業及び維持管理
事業においては，年々施設
設備の老朽化が進行してい
るが，財政上の観点からも
部分的な整備での対応をせ
ざるを得ないのが現状であ
るため，年次計画をしっか
りとたて，中長期的な視点
で大規模施設整備，建替及
び環境対策と併せ適正な時
期に実施すれば，耐用年数
が延びるとともに，環境問
題にも対応した設備の導入
と維持費用の節減が図れ
る。

事務事業名 事　業　内　容
取組・成果 事　　務　　局

所管課名
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学識経験者（竹本） 学識経験者（浅野）

取組内容 成果指標 評　　　価 課題・方向性 評　　　価 評　　　価

私立学校園助
成費

市内の私立幼稚園の設置者
に対して施設整備，設備の
充実，教材購入，教職員の
研修等に要する経費に充て
るため助成金を交付し，私
立幼稚園の教育の振興と充
実を図った。また，障害児
教育振興を図るため，私立
幼稚園障害児教育振興助成
金を交付する。

私立幼稚園助成金交付・障
害児教育振興助成金を交付
した。

私立幼助成4園
障害振興助成1
人（昨年度実績
4園・1人）

私立学校園助成費では，私立
幼稚園の健全な運営に貢献し
ています。

私立学校園助成費は，私立
幼稚園の育成に必要であり
継続して実施する。

少子化の時代，行政が私立
幼稚園に対して，助成費を
出す理由が見当たらない。
助成するにしても，均等割
りの助成ではなく，園児数
に応じた助成にすべきであ
る。

助成金の交付については，
私立幼稚園の経営状況・運
営状況等についても，可能
な限り情報公開するように
指導が必要です。

管理課

私立幼稚園就
園奨励費補助
金

私立幼稚園に在園する３歳
児以上の園児の保護者に対
して世帯の市民税課税額に
応じて就園奨励費を支給し
保護者の経済的負担を軽減
し公立との格差を是正す
る。

私立幼稚園就園奨励費補助
金を支給した。

148人（昨年
度実績156
人）

公立幼稚園は，４歳以上で
あり，私立幼稚園は対象園
児の年齢が3歳以上である，
園児の補助は公立幼稚園と
の格差是正にならない。

管理課

要保護児童生
徒就学援助
費，義務教育
児童生徒就学
援助費（国庫
補助対象外）

経済的理由により就学困難
な児童生徒の保護者に援助
費を支給することにより義
務教育の円滑な実施に寄与
する。

要保護児童生徒就学援助
費，義務教育児童生徒就学
援助費（国庫補助対象外）
を支給した。

小学校432
人・中学校
207人（昨年
度実績　小学校
394人・中学
校208人）

左に同じ 管理課

芦屋市奨学金

経済的理由により就学困難
な者に奨学金を支給して教
育の機会均等及び就学を奨
励する。

芦屋市奨学金を支給した。

公立高校106
人・私立高校
62人（昨年度
実績　公立高校
86人・私立高
校91人）

左に同じ
高等学校授業料無償化に伴
い，奨学金の在り方を再検
討する必要があります。

管理課

青色回転灯付
装備車による
下校時の安全
見守り事業

防災安全課が所管する青色
回転灯付装備車による下校
時の安全見守りのうち，山
手中学校区について実施す
る。

・週３日（月・水・金）は
青少年愛護センター職員が
実施。
・週２日（火・木）は学校
教育課等が実施。
・他校区は市職員等で実施

小学校下校時

子ども見守り巡回パトロール
は，地域住民も通学路に立
ち，見守りを行っており，児
童の安全確保に効果があるの
で，実施方法を考えながら今
後も継続することが必要で
す。

青少年愛護センターでの青
色回転灯付装備車による下
校時の安全見守りについて
は，現在の人員では困難な
時がある。

左に同じだが，パトロール
に２名の人員がいるのな
ら，ボランティアの活用も
考えることも必要である。

青色回転灯付装備車による
下校時の安全見守りの成果
についても検証が必要で
す。

・青少年愛
護センター
・学校教育
課等

就学援助費・奨学金等は利
用者が昨年よりも不景気な
ため増えてきている。最近
の経済状況，雇用状況から
経済的困窮家庭が増えると
考えられることから，この
制度は重要であるため，継
続して実施する。

奨学金，就学援助等は，教育
の機会均等の保障及び奨励の
ために必要です。

所管課名

奨学金，就学援助等は，教
育の機会均等の保障及び奨
励のために必要な事業だと
思われます。

事務事業名 事　業　内　容
取組・成果 事　　務　　局
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２　基礎・基本の確実な定着と知識・技能を活用する力を伸ばす教育を進めます

学識経験者（竹本） 学識経験者（浅野）

取組内容 成果指標 評　　　価 課題・方向性 評　　　価 評　　　価

チューター（学習指導員）
を小中学校に配置し，学力
差の解消に向けた支援をし
た。

各小中学校に1
名計11名

小中学校において「学力向
上パワーアッププラン」を
実践した。

－

「 学 力 向 上 研 究 支 援 プ ラ
ン」研究校を指定し，研究
の 成 果 を 公 開 し ， 普 及 し
た。

4校

全国学力・学習状況調査を
小学校６年，中学校３年を
対象に実施した。

－

芦屋市学力向上研究推進委
員会を設置し，学力向上支
援策について検討した。

2回

特別支援教育センターへ
の相談件数

２３８件（昨
年度実績２４
０件）

学校園への支援員等の配
置人数

３７人（昨年
度実績３４
人）

専門指導員の巡回指導時
間

１,０８１.５
時間

学力向上支援事業のあり方
について，一定期間取り組
んできた成果検証を行うと
ともに，今後の事業の方向
性等について見直す必要が
ある。

学力向上支援
事業

児童生徒が，学習指導要領
に示された内容を理解し，
基礎基本となる学力を身に
つけるよう支援する。

学 力 向 上 支 援 事 業 で は ，
チューターを全校に配置し，
学力格差の解消や学習に対す
る意欲向上に効果を上げてい
るので，継続して実施するこ
とが必要です。

特別支援教育は，特別支
援教育センターを中心と
した取組が，保護者及び
教職員に周知され，「相
談→観察→協議」という
教育相談サイクルについ
て一定の成果がみえてき
た。さらに学校と連携し
た取組を進めることが必
要です。

特別支援教育推進事業で
は，教員の特別支援教育
センターの利用頻度を増
加させること，スクール
アシスタント・支援員・
指導補助員の適切な配置
と役割の明確化等の必要
がある。

保護者及び教職員に周知さ
れ，「相談→観察→協議」
という教育相談サイクルに
ついて一定の成果がみえて
きたことは評価できます。

学校教育課

取組・成果

成果指標のひとつとして，
全国学力・学習状況調査の
分析（結果と対策等）を公
開する必要があると思いま
す。

所管課名事務事業名 事　業　内　容
事　　務　　局

学校教育課

特別支援教育
推進事業

芦屋市特別支援教育セ
ンターの専門指導員に
よる特別な配慮を必要
とする子どもたちの保
護者及び教職員を対象
とした教育相談や指導
方法への指導助言を行
う。支援員や指導補助
員，スクールアシスタ
ントを配置し，特別な
配慮を必要とする幼児
児童生徒の学習補助や
生活支援を行う。

チューターの配置は，学力
向上と学力差の解消に大変
寄与している事業と思われ
るが，その効果について，
具体的に検証すべきであ
る。また，チューターの指
導力については，どう検証
されているのかも疑問であ
る。「学力向上研究支援プ
ラン」の指定校が数年同一
校に限られていないか，指
定校を順次変えていくべき
である。

個々の児童生徒のニーズに
応じた特別支援計画に基づ
く学校での対応を毎年検証
し，それに基づいて，ス
クールアシスタント・支援
員・指導補助員の配置のあ
り方を検討し，真に対象児
童生徒の成長につながって
いるか検証すべきである。
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学識経験者（竹本） 学識経験者（浅野）

取組内容 成果指標 評　　　価 課題・方向性 評　　　価 評　　　価

小中学校研修会を開催し
た。

５回（昨年度実
績６回）

幼稚園研修会を開催した。
1５回（昨年度
実績1６回）

適正就学委員会を開催し
た。

本会議2回，専
門会議6回，対
象児童生徒17
名（昨年度実績
本会議2回，専
門会議5回）

宮川小学校の電子黒板導
入により授業での活用を
研究した。

全教室１台

全学校園に校務用パソコ
ンを整備した。

教師１人に１
台

芦屋市学校園情報ネット
ワークシステムによる
データ共有に向けた環境
整備が行われた。

全教師にメー
ルアドレス配
布

小学校英語活動を実施し
た。

1学級平均
18.7時間
（昨年度実績
17.1時間）

中学校ＡＬＴ（外国語指
導助手）を配置した。

1校平均
125.3日

小学校英語活動アンケー
トを実施した。

英語活動が楽
しいと感じた
児童の割合
93.0％(昨年
度92.6%)

日本語指導ボランティア
を配置した。（ポルトガ
ル語・スペイン語・イン
ドネシア語・韓国語）

配置人数5
人・対象児童
生徒4人・配
置日数28日

外国人言語指導助手を中学
校に配置した。英語活動を
全小学校５・６年生で実施
する。 日本語指導が必要
な児童生徒へ日本語指導ボ
ランティアを配置する。

国際理解教育推進事業では，
日本語の理解が不十分な児童
生徒への支援に努めている。
今後は，さらに充実を図るこ
とが必要です。
またALTは各学校すべての学
年で高い頻度で授業に入り一
定の成果を上げているが，指
導要領の改訂を見据えたALT
の資質向上を目的とした研修
や指導主事の巡回が必要で
す。

国 際 理 解 教 育 推 進 事 業 で
は，学校の重要なお知らせ
を翻訳する時間も含めた日
本語指導ボランティアの配
置，平成21年度から始めた
ＡＬＴの研修，小学校外国
語活動の研修の拡充が必要
である。

小学校英語活動の実施は新
学習指導要領にも位置づけ
られた適切な事業である。
日本語の理解が不十分な児
童・生徒対象の支援ボラン
ティアの配置は五ヶ国語以
外も検討がいる。また，そ
の効果についても検証すべ
きである。

学校教育課

特別支援教育
運営振興事業

特別支援教育運営振興事
業では，適正就学指導委
員会で検討対象となる幼
児等のいる私立公立幼稚
園・保育所・保育園等へ
の周知徹底，視覚・聴
覚・肢体不自由といった
障がい理解のための研修
会の開催，就学・進学後
の市内全幼稚園と小学校
と中学校の連絡会の開催
等の必要性がある。

学校教育課

文部科学省の指針に沿った
コンピュータやネットワー
クを整備し，児童，生徒，
教員の情報機器活用能力の
育成を図る。

教育工学システム推進事
業では，校務用パソコン
のセキュリティ対策，職
員全員を対象としたＰＣ
研修会を継続して計画的
に実施することが必要で
す。

教育工学システム推進事
業では，ネットワーク整
備の完了に伴いセキュア
情報の扱い等の情報管理
についての研修充実が課
題である。

コンピュータやネットワー
クを整備した結果，児童，
生徒への教育活動にどのよ
うな影響があったのか，教
員の事務業務改善にどのよ
うな効果があったのかを検
証する必要があります。

小学校英語活動では一定の
成果があるように思われま
す。
日本語の理解が不十分な児
童生徒への支援について
は，ボランティアの活用が
欠かせないと思います。
また，新学習指導要領に対
応したALTの研修会等も計
画的に実施していただきた
いと思います。

特別支援教育に関する研修
会を実施し，発達障害等の
理解を深めることは重要で
あると思います。

特別支援教育コーディネー
ターや特別支援学級担当者
を対象とした研修会を実施
し，発達障害等の理解を深
める。

特別支援教育運営振興事
業では，特別支援教育関
連の研修会を定期的に開
催することができた。今
後とも障がいに対する教
職 員 の 理 解 を 深 め る た
め，研修内容の工夫が必
要です。

国際理解教育
推進事業

事務事業名 事　業　内　容
取組・成果 事　　務　　局

所管課名

学校教育課

教育工学シス
テム推進事業

多様な障がいに対応するた
め，継続的に市内幼小中で
研修会を行い，連絡会等も
密に開催していく必要があ
る。

セキュリティ対策等の研修
会を継続して実施すること
が必要である。
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学識経験者（竹本） 学識経験者（浅野）

取組内容 成果指標 評　　　価 課題・方向性 評　　　価 評　　　価

小学校第３学年を対象に
里山・田や畑・水辺・地
域の自然において環境体
験事業を全小学校で実施
した。

3回（昨年度
実績3回）

環境教育推進事業では，
小学校全校が県の補助事
業である環境体験事業を
継続して実施することが
必要です。

環境教育推進事業では，
フィールドを決め，定点
観測，季節の変化をとら
えるなどの年間を見通し
た取組の充実を図る必要
がある。

左に同じ

環境教育推進事業は，小
学校全校が県の補助事業
ですが，内容がマンネリ
にならないように，常に
教育的観点から見直しが
必要です。

学校教育課

幼稚園児を対象にして，
植物の栽培や川遊びを通
して体験的な学習を行う
ひょうごっこグリーンサ
ポート事業を岩園幼稚園
で行った。

講師5回招聘

県の補助事業を活用して
幼稚園における環境教育
を継続して実施すること
が必要です。

県の補助事業の指定をま
だ受けていない幼稚園に
対しても順次推進を図る
必要がある。

左に同じ

幼児が，体験的な学習活
動を通じて，命の営みや
つながり，命の大切さを
学び，豊かな心をはぐく
むことは重要であり，県
の補助事業を上手に活用
してください。

学校教育課

防災教育研修会に参加し
た。

24人（昨年
度実績24
人）

幼稚園，小中学校で自衛
消防訓練を実施した。

幼稚園延６４
回小学校延２
２回中学校延
３回　 計８９
回

「1.17は忘れない」の集
いを実施した。

全学校園

学校教育課

幼児児童生徒が，体験的な
学習活動を通じて，命の営
みやつながり，命の大切さ
を学び，豊かな心をはぐく
む環境教育を推進する。

教職員が防災教育関連会議
等に参加し，防災に関した
実践的な知識，技能を身に
つけ，各学校園が防災訓練
（避難訓練）を実施した。
「１．１７は忘れない」
「震災・学校支援チーム
（ＥＡＲＴＨ）」等の県の
事業を活用にすることによ
り幼児児童生徒の防災に関
した実践的な態度や能力の
育成に努める。

防災教育推進事業では，
阪神・淡路大震災の教訓
を風化させないための取
組，様々な災害を想定し
た避難訓練（自衛消防訓
練）を実施することが必
要です。

防災教育推進事業では，
「１・１７は忘れない」
の集い等，震災の教訓を
生かす取組を継続するこ
とに意義がある。

防災教育推進事業は，防
災に関した実践的な知
識，技能を身につけ，有
事に備えるとともに，阪
神・淡路大震災の教訓を
風化させないための取組
であり，効果的な推進を
期待します。

環境教育推進
事業

防災教育推進
事業

事務事業名 事　業　内　容
取組・成果 事　　務　　局

所管課名

学校・家庭・地域・行政
との連携が図れている
か，検証する必要があ
る。
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３　学校園・家庭・地域社会が一体となって心の教育の充実を図ります

学識経験者（竹本） 学識経験者（浅野）

取組内容 成果指標 評　　　価 課題・方向性 評　　　価 評　　　価

道徳教育推進
事業

学校園に対し新学習指導要
領に対応した道徳全体計画
及び年間指導計画の作成を
指導する。教職員対象の研
修を行い，指導力の向上を
図る。また，道徳の授業に
必要な教材備品を充実させ
ることで児童生徒の道徳性
の育成を図る。

道徳教育担当者会を実施し
た。

２回２２人　（昨年度
実績４回４４人）

道徳教育推進事業では，平成
２１年度からの新学習指導要
領に対応した道徳全体計画及
び年間指導計画に基づいて道
徳性の育成を図る取組が進ん
だ。

道徳教育推進事業では，新
指導要領に対応した道徳全
体計画及び年間指導計画に
沿った実践を行い，教職員
の研修の充実と関係諸機関
と の 連 携 を 図 る 必 要 が あ
る。

21年から新学習指導要領に
変わって，担当者会が従来
に戻ったのは，どういうわ
けか，要領が変わったのだ
から，普通増えるものであ
るが。
また，新学習指導要領にな
り，新たな課題が出ていな
いか，検証すべきである。

教職員対象の研修を行い，
指導力の向上を図る。ま
た，道徳の授業に必要な教
材備品を充実させること
が，児童生徒の日常行動に
どのように影響があったの
か，目安の指標を検討いた
だければと思います。（い
じめや問題行動件数等）

学校教育
課

自然学校推進
事業（小学
校）

豊かな自然の中で，登山・
動植物や星の観察・野外炊
事・テント泊等を実施し，
集団生活における協力する
気持ちや自己を見つめる力
の向上を図る。

自然学校推進事業を実施し
た。

事業実施率100％，
参加率99.8％
（昨年度実績
事業実施率100％，
参加率99.8％）

自然学校推進事業では，自然
学校の施設の中だけの学習に
終わることなく，地域の環境
を活かした学習を行うこと
や，新型インフルエンザ対策
を適切に行い指導にあたるこ
とができている。

自然学校推進事業では，今
後も全校実施を行い，4泊5
日に合ったプログラムの精
選や事前事後学習の充実を
図る必要がある。

事業が5泊6日から4泊5日
になり，1日減の検証を図る
必要がある。
他は左に同じ

自然学校推進事業は，4泊5
日の全校実施であり，学
習・体験プログラムの精選
や事前事後学習の充実のた
めに，常に，十分な検討が
必要だと思います。

学校教育
課

トライやる・
ウィーク推進
事業

生徒が地域社会の中で様々
な体験活動を通して，豊か
な感性や創造性を身につけ
るために実施する。

職場体験，福祉体験，芸術文
化活動，幼児教育を実施する
市内事業所においてトライや
る・ウィークを実施した。

参加率99.5%（昨年度
実績100％）受入先
84事業所（昨年度実績
84事業所）

トライやる・ウィーク推進事
業は，生徒が地域社会の中で
様々な体験活動を行うことが
でき，豊かな感性や創造性を
身につけることに効果があり
ます。

トライやる・ウィーク推進
事業では，「トライやる・
ウィーク」活動に，不登校
生徒を含め，市内公立中学
校の２年生全員の参加，受
入事業所の増加「トライや
るアクション」への参加者
増と，取組の充実の必要が
ある。

左に同じ

トライやる・ウィーク推進
事業では，市内公立中学校
の２年生全員の参加，受入
事業所の増加とともに，そ
の意図を，今一度，市民に
も広報する必要があると思
います。

学校教育
課

事務事業名 事　業　内　容
事　　務　　局

所管課名
取組・成果

16



学識経験者（竹本） 学識経験者（浅野）

取組内容 成果指標 評　　　価 課題・方向性 評　　　価 評　　　価

芦屋市生徒指導連絡協議会を
開催した。

協議会開催11回，関係
機関との連携回数3７6
回（昨年度実績11回，
３２６回）

問題行動を把握した。
小学校３０件，中学校
４２０件，（昨年度実
績３３件，４０６件）

いじめ認知数を把握した。
小学校１０件，中学校
３１件（昨年度実績８
件，３１件）

「子どもと親
の相談員」活
用調査研究事
業

不登校等を未然に防止する
ための児童・保護者・教員
からの相談対応と，学校で
の相談体制づくりを支援す
る。

平成２１年度事業廃止 － － － － －
学校教育
課

通級児童生徒へ学校復帰を目
指した指導を行った。

部分復帰３人完全復帰
５人（昨年度実績１４
人，完全１人）

担当者会，研修会等を開催し
た。

担当者会２回研修会３
回

適応教室通級児童生徒の保護
者への教育相談や，不登校傾
向の児童生徒の保護者への啓
発活動を実施した。

通級児童生徒保護者へ
の教育相談会2回，保
護者会１回，不登校傾
向の保護者も対象の支
援研修会１回

カウンセリン
グセンター管
理運営事業

専門カウンセラー，電話相
談員が対応した教育相談に
よって児童・生徒の健全育
成に資する。 対象は，児
童・生徒・教師・保護者。

芦屋市カウンセリングセン
ターに業務委託し実施した。

電話相談８３件，面談
相談８４件，（昨年度
実績　１３３件，１２
５件）

カウンセリングセンター管理
運営事業では，相談体制の充
実，学校との連携が必要で
す。

カウンセリングセンター管
理運営事業は，専門カウン
セラー，電話相談員が対応
した教育相談によって児童
生 徒 の 健 全 育 成 に 役 立 っ
た。専門カウンセラーによ
る相談は今後も継続して実
施したい。

カウンセラー・電話相談が
主な業務であると思われる
が費用対効果の面で必要な
事業なのかどうか，他の事
業との整理・検討をすべき
である。とりわけ，電話相
談は，芦屋の児童生徒の健
全育成につながっていると
は思われない。

芦屋市カウンセリングセン
ターに業務委託がうまく機
能しているように思われま
す。専門カウンセラーによ
る相談は今後も継続して実
施すべきだと思います。

学校教育
課

人権教育推進
事業

教職員が研修を行い，指導
力の向上を図れるようにす
る。また，県内の研修会へ
の参加を指導し教職員の人
権意識の向上につなげる。

研究会，研修会を開催した。
５回，参加人数延１０
０人（昨年度実績　５
回９１人）

人権教育推進事業では，人権
研修によって教職員の指導力
の向上を図るとともに人権意
識の向上を図ることが必要で
す。

人権教育推進事業では，人
権全体計画及び年間指導計
画のさらなる整備を図る必
要がある。

教職員の年齢構成が若くな
り，芦屋の人権教育の流れ
を知らない世代が増えてい
る。今後，より一層指導・
研修が必要である

県の教育研修所の積極的な
活用や校内研修の活性化に
も留意いただければと思い
ます。

学校教育
課

生徒指導対策
事業

芦屋市生徒指導連絡協議会
を開催し，近隣校や保護
者，地域，関係機関との連
絡を密にする。生徒指導担
当を中心に登校指導や巡回
指導を行う。

生徒指導対策事業では，芦屋
市生徒指導連絡協議会開催に
より，近隣校や保護者，地
域，関係機関との連絡が緊密
になっています。

適応教室実施
事業

小中学校の不登校児童生徒
で，適応教室通級児童生徒
たちに対し，学校復帰に導
く指導を行う。通級児童生
徒の保護者への教育相談及
び保護者会の開催。引きこ
もり傾向の児童生徒への家
庭訪問による支援。小中学
校・関係機関との連携を図

る。

適応教室実施事業では，積極
的な家庭訪問指導，通級児童
生徒の学力の保証及び進路指
導の充実等，通級児童生徒の
学校復帰を目指した指導のさ
らなる充実が必要です。相談
体制の充実のために，専門カ
ウンセラー等の関係機関との

連携が必要です。

適応教室実施事業は，平成
２０年度は文部科学省の委
託事業，また，平成２１年
度は県教育委員会の委託事
業も合わせて実施した。今
後は，それらの成果をさら
に充実させて継続すべき事
業である。

学校教育
課

通級児童生徒へ学校復帰を
目指した指導は高く評価で
きます。
また，適応教室実施事業
は，充実・継続すべき事業
だと思います。

学校教育
課

生徒指導対策事業では，カ
ウンセリングセンターやス
クールカウンセラーを活用
し，教育相談の充実を行
い，事前指導の実施，問題
行動等への組織対応，近隣
学校，保護者，地域，関係
機関との連携強化をさらに
進める必要がある。

生徒指導対策事業では，学
校や保護者，地域，関係機
関が緊密に連携して実施さ
れており評価できます。児
童生徒のいじめの認知数や
問題行動は横ばいで増加傾
向ですが，今後も積極的な
取り組みを期待します。

左に同じ

不登校生や引きこもり傾向
の児童生徒の多くが部分復
帰しており，適切である。

所管課名事務事業名 事　業　内　容
取組・成果 事　　務　　局
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４　厳しさに耐える心と体を育てる教育を進めます

学識経験者（竹本） 学識経験者（浅野）

取組内容 成果指標 評　　　価 課題・方向性 評　　　価 評　　　価

文化体育振興事
業

催事を行い，幼児児童生徒
の文化体育活動への意欲の
高揚及び学校園教育の市民
への周知を行う。自由研
究・教育活動展の開催及び
自由研究冊子作成，中学校
総合文化祭 ，造形教育展
，芦屋市吹奏楽連盟演奏会
の開催，総合体育大会開会
式の運営を行う。

教育活動展を始め，文化教
育活動にかかる事業内容の
充実を図った。

教育活動展の
出品数３５０
点（昨年度実
績３６５点）

文化体育振興事業では，保護
者，地域住民との連携のもと
に学校園運営を推進するため
にも，行事等を通じて学校教
育への理解を深めてもらうこ
とが必要です。

文化体育振興事業では，自
由研究・教育活動展及び総
合文化祭の両方で中学校の
英語による作品の展示，市
民センター改修工事にとも
ない，すべての作品が見や
すく展示されるような展示
場のレイアウトの工夫が必
要である。

事業自体はマンネリ化して
いないか。事業内容の検討
が必要である。

行事等を通じて学校教育へ
の理解を深めてもらうため
には，各種イベントの工夫
や，来場者数の確保が欠か
せません。さらなる工夫を
期待します。

学校教育課

学校体育振興事
業

各種スポーツ大会への積極
的参加と交流，スポーツテ
ストの実施等体力向上に向
けた取組を実施する

体力テストを実施した。

中学校１０
０％小学校１
００％（昨年
度実績１０
０％　３７．
５％）

学校体育振興事業では，運動
能力調査の結果を分析し，今
後は，不足している体力・運
動能力の強化に向けた指導方
法の検討が必要です。

学校体育振興事業では，体
力・運動能力調査の結果を
踏まえた指導のあり方を小
中学校が連携して検討す
る。

もっと個々の児童生徒の運
動能力の向上を図る事業を
計画・実施を考えるべきで
ある。

体力・運動能力の強化に向
けた目標を，教育振興計画
等で設定してはどうかとも
思います。

学校教育課

学校保健関係事
務事業

学校園医健診及び業者によ
る健診の実施，医師会，歯
科医師会，薬剤師会との研
修会，学校保健大会等を通
じての健康教育の保護者・
地域への周知を行う。

健康診断を実施した。
100％（昨年
度実績
100％）

学校保健関係事務では，保健
関係者との連携を図り，心と
体の健全な発達を目指す健康
教育を充実させることが必要
です。

学校保健関係事務では，
様々な健康課題（新型イン
フルエンザ，アレルギー，
薬物乱用等）に対する学校
園の備え，学校園医との連
携強化の必要がある。

左に同じだが，緊急の健康
課題に対しての危機管理を
高めていく必要がある。

心と体の健全な発達を目指
す健康教育の成果を目安の
指標で示すことを検討いた
だければと思います。

学校教育課

所管課名事務事業名 事　業　内　容
事　　務　　局取組・成果
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学識経験者（竹本） 学識経験者（浅野）

取組内容 成果指標 評　　　価 課題・方向性 評　　　価 評　　　価

学校給食展の内容を充実し
た。

参加人数５０
０人（昨年度
実績５００
人）

食育研修会及び研究会を実
施した。

食育研修会４
回延２００人
（昨年度実績
３３０人）

親子料理教室を開催した
（給食のメニューの調理実
習を実施した。）

親子２０組
（昨年度実績
２０組）

交通安全教室（全幼稚園年
間２回・全小学１年生）自
転車教室（全小学４年生）
を開催した。

交通安全教室
３４回，自転
車教室参加者
２６人（昨年
度実績３２
回，３２人）

ＣＡＰ（子どもへの暴力防
止プログラム）講習会を開
催した。

参加者数　小
学校３年生８
１６人，保護
者２３１人，
教職員１６３
人

普通救命講習会を実施し
た。

参加者数　１
０５人（昨年
度実績８５
人）

安全教育推進事業では，ＣＡ
Ｐ講習会を実施し，児童が自
らの安全を守る意識の涵養に
効果をあげています。

安全教育推進事業では，幼
児 児 童 生 徒 の 交 通 安 全 教
室，防犯教室等参加推進，
教職員による不審者侵入を
想定した訓練，普通救命講
習会やＣＡＰ講習会受講の
促進を図る必要がある。

園児，児童，生徒の安全に
かかわる事業であり，計画
的・継続的な取り組みが必
要です。

心の教育，学力・体力との
関連からの食育研究の充実
に期待します。また，家庭
との連携やさまざまな取り
組みは評価できます。

学校教育課

学校教育課

所管課名

左に同じだが，様々な事業
展開を図るのも大切だが，
本来の学校給食の質の向上
の維持に取り組む事が大切
である。

幼児児童生徒の安心安全を
確保することは基本であ
り，重要である。
安全教育とＣＡＰとの用語
の使い方について，精査の
必要がある。

安全教育推進事
業

学校教育課が安全担当者会
を開催し，学校園と警察，
消防，防災安全課との連携
を推進し，幼児児童生徒の
安全確保及び安全・安心な
学校づくりを進める。

学校給食関係事
務事業

食育推進に努め，食育全体
計画・年間指導計画を作成
する。食育授業研究会等，
小学校と中学校の連携を深
める。講演会等の研修に積
極的に参加したことで，栄
養教諭・学校栄養職員の資
質向上につなげる。学校給
食の安全な実施のため，Ｏ
－１５７及び食中毒の予
防，給食施設等の衛生管理
指導を行い，給食用食器破
損補充等，給食室の消耗品
の整備を行う。

学校給食関係事務では，学校
給食展，親子料理教室等は，
食育推進のための家庭への働
きかけに効果があると考える
ので，充実することが必要で
す。

学校給食関係事務では，学
校給食用食器の検討，心の
教育の側面から，学力・体
力 と の 関 連 か ら の 食 育 研
究，食物アレルギー対応マ
ニュアルの策定，食育実態
調査の活用，地産地消の取
組の推進が必要である。

事務事業名 事　業　内　容
取組・成果 事　　務　　局
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５　教師自ら研究と修養に努め，実践的指導力の向上を図ります

学識経験者（竹本） 学識経験者（浅野）

取組内容 成果指標 評　　　価 課題・方向性 評　　　価 評　　　価

管理職，教務主任等の研修
会を実施した。

18回（昨年度実
績18回）

打出教育文化
センター教育
研究推進と研
修事業

教職員一人ひとりが専門性
を身につけ，資質の向上を
図るための研修を実施す
る。

一般研修，情報研修，初任
者研修，新たに経験者研修
を加え実施した。

一般研修922
人，情報研修
262人，初任者
研修97人，経験
者研修52人（昨
年度実績866
人，247人，66
人）

打出教育文化センター教育研
究推進と研修事業では，研修
会参加者が増加しており，さ
らに研修内容を充実させるこ
とが必要です。

打出教育文化センター教育
研究推進と研修事業では，
研修事業は，若い世代の教
職員の教師力育成に向けた
研究・研修のさらなる充実
を図る。教育推進授業は，
研究支援ルームの活用を拡
大させ，自由な教材研究や
情報交換ができ，教師力を
高めあう場とする。学校間
情報ネットワークシステム
活用に関する研修や運用・
活用の充実を進める。

児童生徒の学力向上に対して
教職員の資質向上を図り，ま
た多様化する児童生徒への対
応を行なえる専門性を高める
べきである。また，センター
内の職員のリーダー性も高め
る必要がある。

各種研修会の充実に加えて，
学校間情報ネットワークシス
テム活用に関する研修や運
用・活用の充実は適切な取り
組みだと思われます。
また，芦屋市独自の教員スタ
ンダード等の開発も検討され
てはどうかと思います。

打出教育文
化センター

打出教育文化
センター一般
事務

幼児児童生徒に関する情緒
不安，対人関係，学習障
害，不登校などの相談に対
して専門相談員が相談を受
け，解決の方向を見いだ
す。

教育相談を実施した。
348回，31人
（昨年度実績
581回，44人）

打出教育文化センター一般事
務では，学校現場や，関係教
育機関との連携を強化し，教
育相談の充実を図ることが必
要です。

教育相談事業では，学校園
へ施設利用の周知，個別対
応においては学校園との連
携強化に努める。

教育相談事業については，学
校園との連携強化すべきであ
る。
カウンセリングセンターとの
整合性を図るべきである。

教育相談事業では，学校園へ
施設利用の周知，個別対応に
おいては学校園との連携強化
を期待します。

打出教育文
化センター

若手教職員等，指導経験が
少ない教職員が増加してお
り，研修会の充実と同時に，
校内でのメンター制度のよう
な取り組みも必要です。

学校教育
課・打出教
育文化セン
ター

教職員の資質
向上事業

教職員の専門性と実践的指
導力の向上を目指した研修
会を実施し資質向上を図
る。

教職員の資質向上事業では，
講師を招いての研修が必要で
ある。学習意欲向上に向け今
後もワークブックの内容を充
実し学校での使用を促進する
ことが必要です。

教職員の資質向上事業で
は，各学校園において，若
手教職員等，指導経験が少
ない教職員が増加してお
り，多様化する幼児児童生
徒への対応を適切に行える
専門性と実践力を備えた教
職員の育成を計画的に進め
る必要がある。

若手教員・指導経験の少ない
教職員教職員が増えており，
専門性を高めるためにも，よ
り一層の研修を計画的に進め
る必要がある。

所管課名
取組・成果

事務事業名 事　業　内　容
事　　務　　局
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ⅱ　社会教育の3つの重点項目

１　生涯学習社会の構築に向けた取組を進めます

学識経験者（竹本） 学識経験者（浅野）

取組内容 成果指標 評　　　価 課題・方向性 評　　　価 評　　　価

美術博物館大
規模改修工事

建築後20年を経過したた
め，老朽化した施設や設備
を改修し，入館者が安全・
快適に観覧できる環境づく
りを進めるとともに，効率
的な管理運営を図る。

熱源機器を更新し，中央
監視設備等を改修した。

－

美術博物館大規模改修工
事では，熱源機器を更新
したことなどにより，経
費 の 縮 減 が 期 待 で き ま
す。

美術博物館大規模改修工
事では，改修後の環境を
維持し，さらに効率的な
管理運営に努める必要が
ある。

左に同じ
効率的な管理運営を期待し
ます。

美術博物館

文化施設管理
業務

美術博物館の施設管理・保
守点検を行う。

業務委託によって実施し
た。

入館者数
22,762人（昨
年度実績
24,097人）

文 化 施 設 管 理 業 務 （ 美
博）では，指定管理者制
度を導入にあたり，一層
のサービスの向上と，市
民が親しめる施設運営が
行える業者を選定するこ
とが必要です。

平成23年度より指定管
理者制で運営する。

指定管理により，一層の
サービスの向上が図れてい
るか，検証すべきである。

指定管理者制度による管理
運営は，時代の流れでもあ
り，積極的に推進すべきだ
と思います。

美術博物館

一般社会教育
管理

地域における必要な課題学
習や課題解決活動が推進し
やすくなるように，様々な
学習活動の機会のための支
援を行う。

神戸市，西宮市，宝塚
市，三田市，明石市，洲
本市，南あわじ市，淡路
市，鳴門市，徳島市の
58教育関連施設が利用
できる「のびのびパス
ポート」を市内在住の小
中学生に配布した。（平
成4年度から実施）

作成数8,100
枚（昨年度実
績も同じ）

一般社会教育管理では，｢
のびのびパスポート｣の配
布を通し，子どもたちの
健全育成と教育環境の充
実に役立っています。

一般社会教育管理は，今
後も現状を維持する。

左に同じ
一般社会教育管理は，今後
も現状を維持で良いかと思
います。

生涯学習課

所管課名事務事業名 事　業　内　容
取組・成果 事　　務　　局
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学識経験者（竹本） 学識経験者（浅野）

取組内容 成果指標 評　　　価 課題・方向性 評　　　価 評　　　価

生涯学習出前講座（51
講座）を実施した。

20回（昨年度
実績19回）

県立芦屋国際高校オープ
ンカレッジ運営委員会と
共催し，講座を開催し
た。

2講座（昨年度
実績も同じ）

西宮市及び芦屋市の美術
館・博物館・酒蔵等をバ
スで結ぶ「阪神南地域
ループバス」を運行し，
阪神南地域ループバス実
証運行事業費の一部を負
担した。

－

本市の文化の振興を総合
的に推進する芦屋市文化
基本条例を制定した。
(平成22年3月)

－

三条分室及び
三条デイサー
ビスセンター
の維持管理

コミスク活動の支援とし
て，三条分室，コミスク
室，会議室の施設補修及び
消防設備等の保守点検を行
う。

施設内清掃，樹木への散
水・除草，ゴミの搬出，
駐車場管理，施設内巡回
による安全点検等地元の
「三条地域協議会」に業
務委託し実施した。

－

三 条 分 室 及 び 三 条 デ イ
サービスセンターの維持
管理では，コミスク活動
の支援として，三条分室
を適切に管理することに
より安全な活動場所を確
保されています。

三条分室及び三条デイ
サービスセンターの維持
管理では，委託事業も含
め現状を維持する。

左に同じ
業務委託等を積極的に推進
し，コスト削減に努力いた
だきたいと思います。

生涯学習課

生涯学習推進
事業

生涯学習の推進を図るた
め，生涯学習出前講座や
オープンカレッジを開催す
る。富田砕花顕彰会事業を
実施支援
　本市の文化行政を総合的
に推進するための芦屋市文
化基本条例制定。

生涯学習推進事業では，
新 し い 時 代 に 対 応 し ，
「不易」な原則を踏まえ
つつも，社会的状況の変
化に対応した第２次芦屋
市生涯学習課基本構想(平
成21年3月策定)に基づく
事業を実施しています。

生涯学習推進事業では，
教育振興基本計画の策定
をはじめ，生涯学習推進
基本構想を実施するため
の推進体制拡充を検討す
る。

第２次芦屋市生涯学習課基
本構想に基づく事業を円滑
推進していただきたいと思
います。

生涯学習課

事務事業名 事　業　内　容
取組・成果 事　　務　　局

所管課名

左に同じ
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学識経験者（竹本） 学識経験者（浅野）

取組内容 成果指標 評　　　価 課題・方向性 評　　　価 評　　　価

市民センター
管理運営

生涯学習や社会福祉活動の
場所を提供する。

総合受付事務（市民セン
ターの貸し館業務）を業
務委託し実施した。

利用件数
10,382件（昨
年度実績
14,881件）

市民センター管理運営で
は，地域住民の重要な活
動拠点として利用しやす
いように，さらに整備を
することが必要です。ま
た，指定管理者制度を導
入することにより，一層
のサービスの向上と，市
民が親しめる施設運営が
行える業者を選定するこ
とが必要です。

市民センター管理運営で
は，平成２３年度中に指
定管理者制度の導入を目
指す。

課題解決・方向性の進捗が
遅すぎる。

指定管理者制度による管理
運営は，時代の流れでもあ
り，積極的に推進すべきだ
と思います。

市民セン
ター

打出教育文化
センター管理
運営

安全で美しい施設におい
て，様々な文化活動を行
い，コミュニティの場とし
て活用する。

貸室業務を実施した。

利用件数593
件，利用者数
6,481人（昨
年度実474
件，7,343
人）

打出教育文化センター管
理 運 営 で は ， 貸 室 事 業
は，市民の方に気持ちよ
く利用していただけるよ
うに配慮することが必要
です。

打出教育文化センター管
理運営では，コミュニ
ティの場として，憩いの
場となっており，今後も
継続して実施する。

左に同じ
可能な部分は，業務委託等
を検討し，コスト削減に努
力いただきたいと思いま
す。

打出教育文
化センター

公民館音楽会

市民の参画により市民が
様々な音楽に親しみ，情操
を高め，生涯学習の推進に
貢献する。

音楽会を実施した。
5回（昨年度実
績5回）

公民館音楽会では，事業
費はほぼ参加費で回収で
きており，年数回の開催
により，事業目的は達成
されています。

公民館音楽会では，事業
目的を達成しており，引
き続き継続実施する。

左に同じ

公民館音楽会では，事業目
的を達成しており，引き続
き継続実施することが適切
だと思います。

公民館図書室
の運営

生涯学習の推進並びに教養
の向上のため公民館の施設
として図書室を整備し，図
書館と連携を図って運営す
る。

図書を貸出しした。

利用者数
7,069人（昨
年度実績
13,338人）

公民館図書室の運営で
は，図書館本館等との連
携により，おおむね目的
を達成しています。

公民館図書室の運営で
は，事業目的を達成して
おり，引き続き継続実施
する。

左に同じ

可能な部分は，業務委託等
を検討し，コスト削減に努
力いただきたいと思いま
す。

事務事業名 事　業　内　容 所管課名

公民館

取組・成果 事　　務　　局
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学識経験者（竹本） 学識経験者（浅野）

取組内容 成果指標 評　　　価 課題・方向性 評　　　価 評　　　価

こども会連絡協議会の活
動を支援した。

35団体1,763
人 （ 昨 年 度 実
績 36 団 体
1,936人）

丹波少年自然の家（事務
組合）の運営に参加し
た。

利 用 者 14 団
体 ， 2,303 人
（ 昨 年 度 実 績
21 団 体 ，
2,214人）

成人式を開催した。
参 加 者 510 人
( 昨 年 度 実 績
540人）

指定管理者制度による管理
運営は，時代の流れでもあ
り，検討すべきだと思いま
す。

図書館
図書館運営事
業(収集整理利
用)

資料を収集・整理・保存し
て，市民等利用者の閲覧・
貸出しなどの利用に供し，
調査研究，レクリエーショ
ンに利用する。

図 書 館 運 営 管 理 事 業 で
は，延貸出し利用者数，
貸出し冊数などの利用状
況は増加傾向を示してい
る。主に在架予約の導入
など予約サービスの充実
によるものと考える。

図書館運営管理事業で
は，図書館本館が建築後
２０年以上経過し，施設
や機器の経年劣化が顕著
になりつつある。現在，
平成２４年度まで図書館
施設整備を実施してお
り，補修を進めていく。

図書等を貸出しした。

利用者数
204,715人，
貸出冊数
774,839冊
（昨年度実績
195,603人
728,876冊）

成人式を新成人により手づ
くりの運営で成功させたこ
とは評価できます。

スポーツ・
青少年課

青少年健全育
成及び青少年
団体育成事業

次世代を担う青少年の健全
育成と青少年団体やこども
会活動の支援を行う。

青少年健全育成及び青少
年団体育成事業では，青
少年健全育成は，地域活
動の中心となるリ-ダ-を
養 成 す る 必 要 が あ り ま
す。なお，成人式では企
画・運営を行う公募委員
を継続して募集し，意義
のある企画を練る必要が
ある。

青少年健全育成及び青少
年団体育成事業では，成
人式の企画・運営を行う
委員を対象者の中から公
募により組織することが
でき，新成人により手づ
くりの運営で成功しまし
た。今後も，市民参画・
協働事業として位置づけ
実施します。また，丹波
少年自然の家の利用者拡
大を図る必要がありま
す。

事務事業名 事　業　内　容
取組・成果 事　　務　　局

所管課名

利用団体の活動，構成員等
の内容を検証して，より効
果ある支援をすべきであ
る。

左に同じ

24



２　新しい時代の社会教育への転換を図ります

学識経験者（竹本） 学識経験者（浅野）

取組内容 成果指標 評　　　価 課題・方向性 評　　　価 評　　　価

芦屋川カレッジは，必
修コース30回と選択
コース15回の講座を
実施した。

定員110人

芦屋川カレッジ大学院
（芦屋川カレッジ終了
生対象）食と環境コー
ス１８回の講座を実施
した。

定員100人

芦屋川カレッジ聴講
生。

延出席者数587人
（昨年度実績516
人）

講演・講座・
学級・教室等
の開催

年間を通して，市民の学習
ニーズ及び市の教育方針に
基づいて，講演･講座･学
級･教室等を開催する。

講演・講座等を実施し
た。

187回（昨年度実
績224回）

講演・講座・学級・教室等の
開催では，講座の内容や時間
を考え，幅広い年代，性別に
も受講してもらえるようにす
ることが必要です。

講演・講座・学級・教室等
の開催では，芦屋川カレッ
ジ事業の発展に合わせて，
修了生の講師依頼を，講
座・教室等へ広げていくこ
とができるよう支援する。

住民のニーズにあった
内容・講師等を開拓す
べきである。

市民ニーズに合うよう
な講座を検討すること
が必要です。
また，回数ではなく参
加者数が成果指標だと
思います。

公民館

コミュニ
ティ・スクー
ル関係

小学校を学校の教育活動に
支障のない範囲内におい
て，地域住民に開放し，自
主的な文化活動・スポーツ
活動や地域活動を通じて，
学校・地域・家庭の連携と
住民相互の連帯感や自治意
識を高め，より良いコミュ
ニティの創造・発展を図
る。

コミュニティ・スクー
ル活動を支援した。

登録団体数320団
体，活動事業数99
事業（昨年度実績
322団体，106事
業）

コミュニティ・スクール関係
では，学校・地域・家庭の連
携の場を継続して提供してい
ることで，コミスク活動を通
して地域の教育力の向上が図
れています。

コミュニティ・スクール関
係では，運営体制と事業活
動等への支援強化を通じ
て，さらにより良いコミュ
ニティの創造・発展を図
る。

活動が一部の人に偏っ
ていないか精査する必
要がある。

コミュニティ・スクー
ル関係は，学校・地
域・家庭の連携のひと
つのバロメーターで
す。今後の「新しい公
共」を見据えて，積極
的な推進を期待しま
す。

生涯学習課

事　　務　　局
所管課名

芦屋川カレッ
ジ・芦屋川カ
レッジ大学院

高齢者の学習機会の整備と
社会的活動への参加促進を
図るため６０歳以上の市民
を対象とした高齢者大学を
開催する。

芦屋川カレッジでは，例年定
数を超える受講生があり好評
を得ているが，学んだことを
地域に還元できるシステム作
りが必要です。

芦屋川カレッジ・芦屋川カ
レッジ大学院では，修了生
に公民館講座の講師を務め
ていただくよう支援する。
また，今年度は定数割れし
たが，テーマの選択等需要
に応えるよう考慮し，今後
もより良い講座となるよう
検討する。

定数割れは，テーマの
選択等需要に応えるよ
う考慮し，市民ニーズ
に合うような講座とな
るよう検討することが
必要です。

公民館

事務事業名 事　業　内　容
取組・成果

講座内容・講師等を新
たに開拓する必要があ
る。
時代にあった課題・内
容を考える必要があ
る。
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学識経験者（竹本） 学識経験者（浅野）

取組内容 成果指標 評　　　価 課題・方向性 評　　　価 評　　　価

競技会や功績のあった市民
の表彰，交流事業を通し
て，意欲の醸成を行う。

スポーツ交流事業助成
金を交付した。

57件，536人，1
団体（昨年度実績
59件，459人，1
団体）

広域の各種競技会に必要な
経費の一部を助成したり，
優秀なスポーツ選手等を表
彰することにより，スポー
ツ活動の一層の促進及び充
実を図る。

スポーツ賞表彰を実施
した。

実技表彰11人，功
労表彰1人（昨年
度実績　実技表彰
58人，功労表彰2
人）

芦屋市スポーツ振興計
画後期５カ年計画を策
定した。

－

スポーツリーダー認定
講習会を実施した。

43人×9講座（昨
年実績55人×8講
座）

ニュースポーツ，競技
スポーツの市民啓発・
推進事業を実施した。

5回，305人（昨
年度実績8回，
150人

市民ゴルフ大会を開催
した。

参加者数144人
（昨年度実績150
人）

健康体力づくり強調月
間行事（体育の日の行
事を含む）

参加者数2,380人

芦屋公園庭球
場テニスコー
ト整備事業

芦屋公園庭球場のテニス
コート（10面）及び西浜
（2面），東浜公園（2
面）テニスコートについ
て，順次（平成１９年度よ
り3年間で）人工芝の張替
工事を施工する。

芦屋公園庭球場テニス
コート4面の整備

工事の進捗率
100％（昨年度実
績72％）

施設整備事業等では，気軽に
スポーツを楽しめる施設の整
備や，利便性向上のための改
修によりスポーツ人口の増加
につながると考えます。

芦屋公園庭球場テニスコー
ト整備事業では，施設整備
事業完了後も，施設を利用
しやすい観点から引き続き
維持管理を行う。

左に同じ

指定管理者制度による
管理運営は，時代の流
れでもあり，検討すべ
きだと思います。

スポーツ・
青少年課

助成事業については，
定期的な見直しが必要
だと思います。

スポーツ・
青少年課

スポーツ振興基本計画
後期5か年計画に沿った
推進を期待します。

生涯スポーツ
推進事業

健康増進を図り，生きがい
に満ちた豊かな生活の実現
を目指して，地域スポーツ
の活性化とスポーツ・
フォー・エブリワンの定着
を図る取組を行う。

生涯スポーツ推進事業では，
6月に策定したスポーツ振興
基本計画後期5か年計画の目
的に沿ってスポーツ実施率を
高めるとともに，障がい者ス
ポーツへの普及と振興を図る
ことが必要とされる。

生 涯ス ポー ツ推 進事 業で
は，年間を通じて潜在的ス
ポーツ人口の発掘を今後も
推進する。

事務事業名 事　業　内　容
取組・成果 事　　務　　局

所管課名

スポーツ振興
基金事業

本事業については，毎年継続
して実施して当初予算内で執
行しており，参加者の意欲が
醸成されています。

スポーツ・
青少年課

助成事業については，多種
多様なものが増えており，
芦屋市スポーツ活動助成金
交付細則の改正により，事
務 処 理の改 善を 図っ てい
る。

左に同じ

左に同じ
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学識経験者（竹本） 学識経験者（浅野）

取組内容 成果指標 評　　　価 課題・方向性 評　　　価 評　　　価
体育館・青少年セン
ター他4施設は，特定
非営利活動法人芦屋市
体育協会を指定管理者
として管理運営を行っ
た

－

海浜公園プールは，日
本体育施設運営株式会
社を指定管理者として
管理運営を行った。

－

朝日ヶ丘公園有料公園
施設（芦屋市民プー
ル）は，特定非営利活
動法人芦屋水練学校を
指定管理者として運営
を行った。

－

芦屋公園有料公園施設
（芦屋公園庭球場）
は，で芦屋国際ローン
テニスクラブと芦屋市
体育協会事業連合を指
定管理者とし管理運営
を行った。

－

南芦屋浜（下
水処理場拡張
用地）スポー
ツ施設整備事
業

各種目の定期的練習場とし
て開放し，下水処理場整備
事業を実施するまでの暫定
施設として市民開放を行
う。

サッカー，ラグビー，
軟式野球，ソフトテニ
ス等の定期的練習場と
して市民開放を行っ
た。

軟式野球394時
間，サッカー
1,104時間，クリ
ケット10時間，ソ
フトボール2時
間，ソフトテニス
60時間，ラグビー
4時間，陸上8時間

施設整備事業等では，気軽に
スポーツを楽しめる施設の整
備や，利便性向上のための改
修によりスポーツ人口の増加
につながると考えます。

南芦屋浜（下水処理場拡張
用地）スポーツ施設整備事
業では，施設不備のないよ
う利用者協議会との話合を
行い，併せて定期的点検を
行う。

啓発活動が必要であ
る。

－
スポーツ・
青少年課

青少年保護対
策事業（芦屋
市留守家庭児
童会事業）

子育て世代の就労支援，育
児支援のため，適切な保護
育成に欠ける小学校１年生
から３年生を対象に，遊び
や集団生活の場を提供す
る。

芦屋市留守家庭児童会
事業を実施した。

入級児童数360人
（昨年度実績350
人）

青少年保護対策事業（芦屋市
留守家庭児童会事業）では，
昨今の社会状況・子育て支援
の観点を加え，総合的に時間
延長の実施が望まれる。

青少年保護対策事業（芦屋
市留守家庭児童会事業）で
は，保護者から開設時間延
長の要望があり，近隣市の
状況を踏まえ実施に向け，
課題等を解決するため検討
する。

事業を子育て支援の観
点から，用語等の見直
し，保護者のニーズに
応えられるためにも，
早急に時間延長を導入
すべきである。

昨今の社会状況・子育
て支援の観点を加え，
時間延長の実施が必要
かと思います。

スポーツ・
青少年課

指定管理者が運営して
いる事業についても，
成果を示す必要がある
かと思います。

スポーツ・
青少年課

事務事業名 事　業　内　容
取組・成果 事　　務　　局

所管課名

社会体育施設
の管理運営事
業

公の施設におけるサービス
向上と施設管理の効率化と
経費節減を望めると施設と
して，市民の体育及びレク
リエーション活動の振興を
図る。

社会体育施設の管理運営事業
では，最少の経費で最大の効
果を目指す指定管理の目的は
おおむね達成されている。

社会体育施設の管理運営事
業では，指定管理の運営に
ついて，さらに精査し，効
果を向上させる。

左に同じ
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学識経験者（竹本） 学識経験者（浅野）

取組内容 成果指標 評　　　価 課題・方向性 評　　　価 評　　　価

人権教育の推
進

市民が幅広い人権に対して
認識と知識を意識付けし，
より良い生活を送れるよう
支援する。

人権啓発を推進するた
め，学校園に対して人
権啓発図書の配布及び
成人式での人権啓発
グッズの配布を行っ
た。

啓発図書の配布数
27冊，啓発グッズ
の 配 布 数 750 本
（昨年 度実 績27
冊，800本）

人権教育の推進では，人権に
関する意識の啓発方法を工夫
し，引き続き推進を図ること
が必要です。

人権啓発の推進では，事業
の性格上，継続して啓発す
る。

更なる市民啓発を図る
必要がある。

人権啓発の推進では，
事業の性格上，継続し
て啓発が必要です。

生涯学習課

各種研修会及び研究会
を実施した。

3回（昨年度実績
4回）

総会及び各種部会等を
実施した。（理事会，
常任理事会，役員会，
各種委員会）

64回（昨年度実績
72回）

放課後子ども
プラン（校庭
開放事業）

放課後子どもプランでは，
市内の各小学校区におい
て，放課後や週末等に小学
校施設等を活用して，子ど
もたちの安全・安心な活動
拠点として「子ども教室」
を設け，地域の方々の参画
を得て，勉強やスポーツ・
文化活動，地域住民との交
流活動等の取組を実施する
ことにより，子どもたちが
地域社会の中で，心豊かで
健やかに育まれる環境づく
りを推進する。

・小学校に校庭開放管
理人を配置して，児童
に校庭を開放した。
・地域住民の協力を得
て小学校教室で放課後
に多世代交流や地域文
化伝承の場を持った。

実施小学校8校，
開放延日数833日
（ 昨 年 度 実 績 8
校，932日）

放課後子どもプランでは，平
成２１年度は朝日ヶ丘小学校
で実施曜日を１日増やしまし
たが，引き続き，効果を検証
しつつ，同事業の推進を図る
とともに，地域との交流事業
等の拡充も必要です。

放課後子どもプランでは，
児童の安全な居場所を確保
するため充実を継続する。
具体的には，平成２２年度
は精道小学校で，実施曜日
を １日 増や すよ う取 り組
む。

事業内容と現状の取り
組み内容とにズレがあ
る。校庭開放が主と見
られる事業になってお
り，更なる検討が必要
である。

放課後子どもプラン
（校庭開放事業）は拡
充の方向が必要だと思
われます。

生涯学習課

人権教育推進
協議会補助金

芦屋市人権教育推進協議会
を支援するため補助金を支
出する。芦屋市人権教育研
究大会の実施することによ
る人権に関する学習活動の
推進を図る。

人権教育推進協議会補助金で
は，効果を検証しつつ，引き
続き推進を図ることが必要で
す。

人権教育推進協議会補助金
では，市内唯一の人権学習
を実施する任意団体とし，
その活動が活発化するよう
支援する。

補助金関係の事業は，
効果を検証することが
必要です。

生涯学習課

所管課名事務事業名 事　業　内　容
取組・成果 事　　務　　局

左に同じ
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３　心豊かな社会を形成するための「文化力」の向上を図ります

学識経験者（竹本） 学識経験者（浅野）

取組内容 成果指標 評　　　価 課題・方向性 評　　　価 評　　　価

常設展示事
業・公民館
ギャラリー

市民が学習成果を発表する
場を提供するとともに，文
化意識の向上を図るため，
常設展示事業・公民館ギャ
ラリーを開設する。

常設展示・公民館ギャラリー
において展示を行った。

130日（昨年度
実績181日）

今年度の展示日数が少ないの
は，リニューアル工事に伴う
もの。常設展示事業・公民館
ギャラリーでは，市民セン
ターを訪れた人たちが，自分
達の作品も展示したくなるよ
うに工夫し，より親しまれる
施設となることが必要です。

常設展示事業・公民館ギャ
ラ リ ー で は ， 常 設 展 示 場
で，作品が展示していない
日があるので，空きがさら
に少なくなるよう，啓発等
を行う。

更なる啓発が必要である。 － 公民館

社会教育関係団体の追加登録
の受付を行った。

追加登録団体27
団体，総登録団
体368団体（昨
年度実績11団
体，416団体）

市ＰＴＡ協議会等へ事業運営
支援として経費の一部を補助
した。

12団体（昨年度
実績12団体）

市民ギャラリーを開催した。

参加団体17団
体，来場者数約
7,301人（昨年
度実績18団体，
約7,382人）

市民ステージを開催した。

参加団体7団体，
来場者数約
3,230人（昨年
度実績10団体，
約4,330人）

市民絵画展を開催した。

出品数55点，観
覧者数478人
（昨年度実績58
点，786人）

「来場者数の減少」が気
になります。さらなる工
夫を期待します。

市民セン
ター

市民会館文化事業では，参
加団体が毎年同じであるの
で，さらなる拡大を目指す
必要がある。

市民会館文化
事業

色々な学習を行っているグ
ループ等に日ごろの学習成
果を発表する機会を提供
し，さらなる学習の意欲を
引き出すことにより，生涯
学習の推進を図る。

市民会館文化事業では，参加
団体拡大などの課題はある
が，前年に引き続き事業は達
成できています。

事　　務　　局
所管課名

社会教育関係
団体支援・育
成事業

社会教育活動を活発にする
ための援助，資料収集及び
活動の支援を行う。社会教
育関係団体は，使用する社
会教育施設の使用料の３割
を減免する。

社会教育関係団体支援・育成
事業では，効果を検証しつ
つ，引き続き活動を活発にす
るための援助，支援が必要で
す。

社会教育関係団体支援・育
成事業では，効果を検証し
つつ，社会教育活動を活発
に す る た め ， 継 続 し て 援
助，支援を行う。

社会教育関係団体支援・
育成事業は，効果を検証
し公表をお願いしたいと
思います。。

生涯学習
課

事務事業名 事　業　内　容
取組・成果

登録団体の活動の評価が必
要である。

事業の拡大への課題を明確
にすべきである。
指定管理制度導入に対する
課題を明確にすべきであ
る。
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学識経験者（竹本） 学識経験者（浅野）

取組内容 成果指標 評　　　価 課題・方向性 評　　　価 評　　　価

落語，名曲コンサート他，芝
居，オーケストラ，弦楽，
ミュージカル，能狂言等を実
施した。

いきいきシネマサロンを実施
した。

富田砕花顕彰
事業管理委託
(旧居管理)

兵庫県文化の父「富田砕
花」の偉業を顕彰し後世に
伝えるとともに，旧居の良
好な管理を行う。

富田砕花顕彰事業管理委託
（旧居管理）を実施した。

入館者数361人
（昨年度実績
391人）

富田砕花顕彰事業管理委託(旧
居管理)では，現状を維持し，
事業は達成できています。

富田砕花顕彰事業管理委託
(旧居管理)では，施設の老朽
化が進んでおり，維持管理
費用の増加が見込まれる。

左に同じ
美術博物
館

谷崎潤一郎賞
記念文化事業

我が国文学界の権威ある賞
として知られている中央公
論新社「谷崎潤一郎賞」受
賞者を芦屋市に招き，講演
会を開催する。

谷崎潤一郎賞の該当者がいな
かったため，講演会を中止し
た。

－ － － －
美術博物
館

文化施設管理
業務（谷崎）

谷崎潤一郎文学の業績をし
のび，市民や愛好者に谷崎
文学を発信するとともに，
記念館の良好な維持管理を
行う。

指定管理者において運営を
行った。

入館者数12,970
人昨年度実績
13,823人）

文化施設管理業務（谷崎）で
は，前年実績に比べ入館者数
は新型インフルエンザによる
休館等の影響で減少したが，
指定管理者が所有する資料の
公開など事業の充実に努めて
いる。

文化施設管理業務（谷崎）
では，全国的な認知度をよ
り高める必要がある。

より一層，事業の充実に努
める取り組みが必要であ
る。

美術博物
館

「来場者数の減少」が気
になります。さらなる工
夫を期待します。

市民セン
ター

ルナ・ホール
事業

音楽コンサート，落語，映
画等の芸術を鑑賞する機会
を提供することにより市民
文化の振興を図る。

今年度は，夢ステージの募集
に関し,リニューアル工事のた
め準備期間が短く該当する応
募がなかったため実施できな
かった。

ルナ・ホール事業について
は，指定管理者制度を導入
することにより活性化させ
る。また，21年度に「ル
ナ･ホール事業運営の基本計
画」を策定したので，今後
は，計画に沿った事業展開
を行う。

事務事業名 事　業　内　容
取組・成果 事　　務　　局

所管課名

「来場者数の減少」が気
になります。さらなる工
夫を期待します。

11回，延入場者
数5,304人（昨
年度実績12回
8,251人）

指定管理者制度を早期に導
入し，事業のより活性化を
図る必要がある。
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学識経験者（竹本） 学識経験者（浅野）

取組内容 成果指標 評　　　価 課題・方向性 評　　　価 評　　　価

美術博物館管
理運営委託事
業

美術博物館の管理運営，資
料の収集・保存・整理・公
開・展示を実施し，市民文
化の発展に寄与する。

美術博物館の管理運営等を
行った。

入館者数22,762
人（昨年度実績
24,097人）

初めての試みとして市民が所
蔵する「市民コレクション」
の展示や，市民の協力を得て
市内で製作活動を続けている
作家を紹介する「芦屋市民
ギャラリー」を開催し，市民
の参加意識を促進し市民ニー
ズに沿った事業に取り組ん
だ。

平成２３年度より，指定管
理者制で運営する。

より一層，市民のニーズに
沿った取り組みが必要であ
る。

指定管理者制度による管
理運営は，時代の流れで
もあり，積極的に推進す
べきだと思います。

美術博物
館

啓発事業（講座・パンフレッ
ト印刷）を行った。

講座2回，展示1
回，パンフレッ
ト発行（昨年度
実績同じ）

既存遺跡等維持管理（草刈り
等整備）及び国登録有形文化
財の新規登録を行った。

草刈等４回，新
規指定1ヵ所（昨
年度実績３回，
新規登録1ヵ所）

埋蔵文化財の発掘調査を実施
した。

調 査 件 数 56 件
（ 昨 年 度 実 績
107件）

出土遺物等の管理及び調査報
告書を作成した。

報告書発刊件数
3件

文化財発掘調査事業で
は，市民ボランティアと
の協働により，さらに経
費節減の努力が必要だと
思います。

生涯学習
課

文化財保護及
び啓発事業

市内文化財の歴史的・学術
的な意義を明らかにしてい
くことで，市民の地域に対
する愛着を高めるとともに
後世へも伝承する。

文化財発掘調
査事業

未発掘の埋蔵文化財を保
護，保存することで，市民
の財産にするとともに後世
へも伝承する。

文化財発掘調査事業では，市
民ボランティアとの積極的な
協働を図っており，最少の経
費で効果を得る取組を実践し
ているが，さらに経費節減の
努力が必要です。

文化財発掘調査事業では，
発掘調査について，調査方
針・基準の改良をより一層
進 め ， 経 済 性 を 高 め て い
く。

文化財保護及び啓発事業で
は，文化財が市民の貴重な財
産として理解を深められる取
組が必要です。

文化財保護及び啓発事業で
は，市民が地域に対する愛
着をさらに深めるよう，今
後も講座等の啓発活動をさ
らに発展させていく必要が
ある。

講座等の啓発活動や既存
遺跡等維持管理及び国登
録有形文化財の新規登録
は，必要な事業だと思い
ます。

生涯学習
課

事務事業名 事　業　内　容
取組・成果 事　　務　　局

所管課名

出土品の展示，とりわけ保
管管理場所の検討が必要で
ある

左に同じ
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学識経験者（竹本） 学識経験者（浅野）

取組内容 成果指標 評　　　価 課題・方向性 評　　　価 評　　　価

文化財保護審
議会の運営

市指定文化財の指定及びそ
の指定の解除に関する学術
的な調査審議等，文化財の
保存及び活用に関する重要
な事項についての学術的な
調査審議等を行う。

文化財保護審議会を開催し，
金津山古墳を市指定文化財に
ついて答申を行った。

2回（昨年度実績
1回）

文化財保護審議会の運営で
は，定例審議会を実施し，引
き続き文化財行政の課題整理
を行うことが必要です。

文化財保護審議会の運営で
は，審議会の意見を基に，
文化財保護の啓発活動を拡
充していく。

左に同じ －
生涯学習
課

編集委員会専門委員会を開催
し，担当毎に収集資料の整
理・検討を行い，草稿原稿の
執筆を行った。

26回（昨年度実
績24回）

編集委員会を開催し，各専門
委員会の進捗状況の確認や担
当毎の草稿原稿の査読を行
い，一部分を除き印刷原稿
（案）をとして取りまとめ
た。

20回（昨年度実
績7回）

「芦屋市史」の編集・発
刊では，芦屋市の歴史を
後世に伝える貴重な財産
であり，必要な事業だと
思います。

生涯学習
課（市史
編集）

「芦屋市史」
の編集・発刊

昭和４０年から平成１６年
度まで約４０年間の行財政
等芦屋の歴史をまとめ，平
成２２年１１月に仮称「芦
屋市史－現代編－」を発刊
するため編集作業を行う。

「芦屋市史」の編集・発刊で
は，芦屋市の歴史を後世に伝
える貴重な財産になるので，
精緻に事業を進めることが必
要です。

「芦屋市史」の編集・発刊
で は ， 「 新 修 芦 屋 市 史
（続編）」を平成２２年１
１月に発刊する。

所管課名事務事業名 事　業　内　容
取組・成果 事　　務　　局

左に同じ
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Ⅳ　学識経験者による総合コメント

  　平成２２年度（平成２１年度対象）芦屋市教育委員会の事務の管理及び執行の状況について
　の点検及び評価にあたって，客観性を確保するため，学識経験に個別にご意見をお聞きしました。

ⅰ　学校教育の５つの重点項目

○ ○

○ ○

また，各種助成金や就学援助等の事業も適切だと
判断した。

内容が，「はぐくむ」になっていない。はぐくむ
は，内面(言葉・行動・挨拶・思いやり)と外面(美
化・花作り・清掃)があり，事業展開に偏りが見
られる。

ただ，学校評価に関しては，自己評価や関係者評
価を実施し，ホームページで公開しているが，文
部科学省の学校評価ガイドライン（平成22年改
訂）によると，「各学校の設置者等が，学校評価
の結果に応じて，学校に対する支援や条件整備等
の改善措置を講じることにより，一定水準の教育
の質を保証し，その向上を図ること」と記されて
いる。学校評価の結果を教育委員会がどのように
受け止めて支援するか（したか）が重要であると
思われる。

○ 概ね，良好である。○

「豊かな人間力をはぐくむ学校園づくり」の重点
項目としては，内容インパクトが弱い。

１ 豊 か な 「 人 間 力 」 を は ぐ く む 学 校 園 づ く り に 努 め ま す 。

兵庫教育大学大学院　　教授　　浅野　良一　氏 元芦屋市立小学校長　竹本　隆彦　氏

学校の施設設備等の維持管理については，適切に
事業が進 められている。特に，幼稚園と小・中
学校の耐震化率１００％のめどがたったことは大
いに評価できる
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○ ○ 概ね，良好である。

○ ○

○ 重点項目と事業内容が，合致していない。

２ 基礎・基本の確実な定着と知識・技能を活用する力を伸ばす教育を進めます。

兵庫教育大学大学院　　教授　　浅野　良一　氏 元芦屋市立小学校長　竹本　隆彦　氏

学力向上支援事業をはじめ，特別支援，国際理
解，防災教育等，効果的・効率的に各種事業の取
り組みが進められており，概ね適切であると判断
した。

ただ，市民の関心が最も高いと予想される「学力
向上支援」では，成果指標の記述がないものもあ
り，記述があった項目も「成果指標（子どもたち
に与えた影響）」ではなく，「活動指標（取り組
んだ事柄）」にとどまっている。今後は，成果の
指標を予め目標化し，締める必要があるのではな
いか。少なくとも，各学校レベルでは，学校評価
の項目に共通して入れることも検討いただきた
い。

生活習慣・学習習慣の確立のための家庭との連携
事業がない。
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○ ○ 概ね，良好である。

○

○

○

今後は，「新しい公共」型の学校創造事業がより
活発になると思われる。それは，地域の参画によ
る学校運営，地域の幅広いネットワークによる学
校支援，そして学校を拠点にした地域づくりの推
進である。本市においても，学校園・家庭・地域
社会の連携を「手段」として心の教育を進めると
同時に，学校園・家庭・地域社会の連携自体を
「目的」として，各種事業に取り組むことが求め
られる。

「心の教育の充実」の項目だが，事業内容が対策
的である。

新学習指導要領に基づいた観点からの事業が見ら
れない。

道徳教育，生徒指導をはじめ，各種体験活動や心
の教育に関しては，適切な取り組みがなされてい
ると判断した。

３ 学校園・家庭・地域社会が一体となって心の教育の充実を図ります。

兵庫教育大学大学院　　教授　　浅野　良一　氏 元芦屋市立小学校長　竹本　隆彦　氏

35



○ ○ 概ね，良好である。

○ ○ 児童生徒の体力向上の事業が弱い。ただ，体育関係の事業においては，「２　基礎・
基本の確実な定着と知識・技能を活用する力を伸
ばす教育を進めます」でも指摘したとおり市民の
関心は，「活動指標」ではなく，「成果指標（子
どもたちに与えた影響）」である。今後は，成果
指標を提示いただけるように工夫してほしい。

４ 厳 し さ に 耐 え る 心 と 体 を 育 て る 教 育 を 進 め ま す 。

兵庫教育大学大学院　　教授　　浅野　良一　氏 元芦屋市立小学校長　竹本　隆彦　氏

文化体育，学校体育，学校保健等の各種事業は，
適切な活動をしていると判断した。
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○ ○ 概ね，良好である。

○ ○

○

５ 教 師 自 ら 研 究 と 修 養 に 努 め ， 実 践 的 指 導 力 の 向 上 を 図 り ま す 。

兵庫教育大学大学院　　教授　　浅野　良一　氏 元芦屋市立小学校長　竹本　隆彦　氏

個人情報の管理についての研修を，より一層，図
るべきである。

ただ，大都市圏では，現在若手教員が急増してお
り，その職能開発が喫緊の課題となっている。研
修会の充実もさることながら，校内での指導体制
（2年目・3年目教員）や，メンター（支援的助
言者）制度，主幹教諭の活用をはじめ，育成ロー
テーション等の人事施策を検討する必要がある。

またいくつかの市で実施されている「教員スタン
ダード」の開発や「目標による管理」を活用した
「目標づくり」による育成，そして，教職員評価
制度の運用による「評価のフィードバック」によ
る育成等，多面的な方策を検討・実施することも
必要であると思う。

教職員の資質向上に関しては，概ね適切な事業が
なされていると判断した。
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ⅱ　社会教育３つの重点項目

○ ○ 概ね，良好である。

○ ○

○

生涯学習におけるボランティア活動についての内
容が触れられていない。

生涯学習の各種事業に関しては，概ね適切である
と判断した。

第2次芦屋市生涯学習基本構想に沿って，計画
的・重点的に事業を執行することを期待する。ま
た，継続実施の事業についても，毎年，工夫改善
を加え，効果的・効率的な事業運営を期待した
い。

また，指定管理者制度や業務委託による管理運営
業務のアウトソーシングを積極的に推進し，職員
や財源の「選択と集中」を進めてほしい。

１ 生 涯 学 習 社 会 の 構 築 に 向 け た 取 組 を 進 め ま す 。

兵庫教育大学大学院　　教授　　浅野　良一　氏 元芦屋市立小学校長　竹本　隆彦　氏
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○ ○ 概ね，良好である。

○ ○

○ ○ 事業の内容の用語の使い方を，精査すべきである。

第2次芦屋市生涯学習基本構想に沿って，計画
的・重点的に事業を執行することを期待する。ま
た，継続実施の事業についても，毎年，工夫改善
を加え，効果的・効率的な事業運営を期待した
い。

また，指定管理者制度や業務委託による管理運営
業務のアウトソーシングを積極的に推進し，職員
や財源の「選択と集中」を進めてほしい。

事業の内容(講義内容・講師等)が，重点項目の内
容と合っていない。

兵庫教育大学大学院　　教授　　浅野　良一　氏 元芦屋市立小学校長　竹本　隆彦　氏

本項にある各種事業に関しては，概ね適切である
と判断した。

２ 新 し い 時 代 の 社 会 教 育 へ の 転 換 を 図 り ま す 。
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○ ○ 概ね，良好である。

○ ○

○ また，指定管理者制度や業務委託による管理運営
業務のアウトソーシングを積極的に推進し，職員
や財源の「選択と集中」を進めてほしい。

兵庫教育大学大学院　　教授　　浅野　良一　氏 元芦屋市立小学校長　竹本　隆彦　氏

指定管理について，課題等をはっきりさせるべき
である。

本項にある各種事業に関しては，概ね適切である
と判断した。

第2次芦屋市生涯学習基本構想に沿って，計画
的・重点的に事業を執行することを期待する。ま
た，継続実施の事業についても，毎年，工夫改善
を加え，効果的・効率的な事業運営を期待した
い。

３ 心 豊 か な 社 会 を 形 成 す る た め の 「 文 化 力 」 の 向 上 を 図 り ま す 。

40



 

 

 

 

 

   地方分権が進む中で，地方における教育委員会の責任と役割はますます 

  重要となっております。 

 

   こうした中，毎年度，事務事業の執行状況に応じて「点検」・「評価」し 

  て，その改善策を検討し，実行に移すこの過程を公表していくことは，教 

育委員会の果たすべき役割とその意義を広く市民の皆様にお伝えし，お知 

らせするよい機会であると考えています。 

 

 今後も開かれた教育行政の実現を図る上で，「点検」・「評価」を継続的に 

実施し，その結果を広く公表してまいりますので，市民の皆様におかれま 

しては，ご理解とご協力をよろしくお願いいたします。 

 

 

 

 

 

平成 22 年度(平成 21 年度対象) 

芦屋市教育委員会事務の点検及び評価報告書 

 

         平成 22 年 11 月 
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